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論壇
1
�
は
じ
め
に

平
成
29
年
度
与
党
税
制
改
正

大
綱
に
お
い
て
、「
検
討
事
項
」

と
し
て
、
小
規
模
企
業
等
に
係

る
税
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の

記
述
が
あ
り
、「
個
人
と
法
人
成

り
企
業
に
対
す
る
課
税
の
バ
ラ

ン
ス
を
図
る
た
め
に
、
所
得
税

・
法
人
税
を
通
じ
て
総
合
的
に

検
討
す
る
」
と
明
記
さ
れ
て
い

る
。ま
た
、平
成
26
年
6
月
の
政

府
税
制
調
査
会
に
お
い
て
も
、

個
人
事
業
主
か
法
人
形
態
か
の

選
択
に
税
制
が
歪
み
を
与
え
る

べ
き
で
は
な
い
と
し
て
、
現
行

規
定
に
お
け
る
「
法
人
成
り
」

の
仕
組
み
に
問
題
提
起
が
な
さ

れ
て
い
る
。
本
稿
で
は
、「
法

人
成
り
」
の
現
状
を
把
握
し
、

改
正
す
べ
き
問
題
の
有
無
に
つ

い
て
検
討
し
た
い
と
思
う
。

2
�
法
人
成
り
の
現
状

法
人
成
り
と
は
、
個
人
事
業

主
が
新
た
に
法
人
を
設
立
し

て
、
そ
の
営
ん
で
い
た
事
業
を

法
人
に
移
転
さ
せ
る
こ
と
に
よ

っ
て
、
事
業
主
体
を
個
人
か
ら

法
人
に
移
す
こ
と
で
あ
る
。
法

人
成
り
に
よ
っ
て
、
事
業
活
動

か
ら
得
た
所
得
に
課
税
さ
れ
る

税
目
が
所
得
税
か
ら
法
人
税
に

代
わ
る
こ
と
に
な
る
。
同
じ
事

業
活
動
を
行
う
の
で
あ
れ
ば
、

法
人
成
り
後
の
方
が
、
税
負
担

が
少
な
く
な
る
ケ
ー
ス
が
多

い
。
ま
た
、
事
業
主
体
が
個
人

か
ら
新
設
し
た
法
人
に
移
る
こ

と
か
ら
、
設
立
し
た
法
人
は
基

準
期
間
が
な
い
た
め
に
消
費
税

の
納
税
義
務
が
免
除
さ
れ
る
こ

と
が
多
い
。
つ
ま
り
、
事
業
活

動
の
実
態
は
大
差
な
い
に
も
関

わ
ら
ず
、
税
負
担
が
軽
減
さ
れ

る
可
能
性
が
多
い
こ
と
が
問
題

の
発
端
と
な
っ
て
い
る
。

個
人
事
業
に
比
べ
て
法
人
の

税
負
担
が
軽
く
な
る
主
な
理
由

と
し
て
は
、
①
累
進
税
率
が
適

用
さ
れ
る
所
得
税
に
対
し
て
法

人
税
は
比
例
税
率
で
あ
る
こ

と
、
②
本
来
個
人
事
業
者
に
課

税
さ
れ
る
べ
き
所
得
の
一
部

が
、
役
員
報
酬
な
ど
の
法
人
か

ら
受
け
る
給
与
所
得
に
転
化

し
、
そ
の
給
与
所
得
に
つ
い
て

給
与
所
得
控
除
が
適
用
さ
れ
る

こ
と
、
③
同
族
関
係
者
に
給
与

等
を
支
払
う
こ
と
に
よ
り
所
得

を
分
散
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
る
。1

⑴

適
用
税
率
の
差
異

現
行
の
所
得
税
の
税
率
構
造

は
、
最
低
5
％
、
最
高
45
％
の

7
段
階
に
分
か
れ
た
超
過
累
進

税
率
と
な
っ
て
い
る
。
最
高
税

率
が
45
％
に
な
っ
た
の
は
、
平

成
27
年
分
か
ら
で
あ
っ
て
、
平

成
19
年
分
か
ら
平
成
26
年
分
ま

で
の
最
高
税
率
は
40
％
、
平
成

11
年
分
か
ら
平
成
18
年
分
ま
で

の
最
高
税
率
は
37
％
で
あ
っ

た
。
こ
の
よ
う
に
平
成
11
年
分

か
ら
最
高
税
率
は
上
昇
傾
向
で

あ
る
こ
と
が
確
認
で
き
る
。

一
方
で
、
法
人
税
の
税
率
構

造
は
、
2
段
階
の
比
例
税
率
を

採
用
し
て
お
り
、
年
間
所
得
金

額
が
8
0
0
万
円
以
下
に
つ
い

て
は
軽
減
税
率
を
適
用
し
て
い

る
。
近
年
の
傾
向
と
し
て
国
際

間
の
法
人
税
率
の
引
き
下
げ
合

戦
の
影
響
を
受
け
て
、
我
が
国

の
法
人
税
率
も
引
き
下
げ
傾
向

と
な
っ
て
い
る
。
平
成
29
年
度

の
法
人
税
法
で
定
め
ら
れ
て
い

る
本
則
税
率
は
23
・
4
％
で
あ

っ
て
、
所
得
金
額
8
0
0
万
円

以
下
の
軽
減
税
率
は
19
％
で
あ

る
。
東
日
本
大
震
災
を
契
機
に

法
人
税
法
上
で
規
定
さ
れ
て
い

る
軽
減
税
率
が
、
時
限
措
置
と

し
て
租
税
特
別
措
置
法
で
さ
ら

に
15
％
に
軽
減
さ
れ
て
い
る
。

平
成
28
年
度
の
大
法
人
に
お
け

る
実
効
税
率
が
29
・
97
％
と
な

り
、
30
％
を
切
る
と
い
う
目
標

を
達
成
し
た
こ
と
が
大
々
的
に

報
道
さ
れ
た
。
こ
の
実
効
税
率

29
・
97
％
と
い
う
の
は
、
資
本

金
1
億
円
以
上
の
外
形
標
準
課

税
が
適
用
さ
れ
る
大
法
人
の
う

ち
で
、
事
業
税
の
超
過
税
率
の

適
用
が
な
い
ケ
ー
ス
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
す
べ
て
の
法
人
に
適

用
さ
れ
る
実
効
税
率
で
は
な

い
。
所
得
金
額
が
4
0
0
万
円

以
下
の
中
小
法
人
に
お
い
て

は
、
法
人
税
は
租
税
特
別
措
置

法
の
軽
減
税
率
15
％
が
適
用
さ

れ
、
法
人
事
業
税
も
最
低
の
3

・
4
％
が
適
用
さ
れ
る
の
で
、

実
効
税
率
は
21
・
42
％
と
更
に

低
く
な
っ
て
い
る
。
資
本
金
が

1
億
円
以
下
の
法
人
に
つ
い
て

は
、
留
保
金
課
税
の
適
用
が
な

い
こ
と
か
ら
、
こ
の
実
効
税
率

が
上
限
と
な
り
、
税
額
控
除
な

ど
の
適
用
が
あ
れ
ば
さ
ら
に
実

際
の
税
率
は
軽
減
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
。

平
成
26
年
5
月
に
財
務
省
が

ま
と
め
た
資
料
に
よ
る
と
、
事

業
税
引
き
前
の
課
税
所
得
金
額

が
3
6
0
万
円
を
超
え
る
と
個

人
事
業
よ
り
も
租
税
特
別
措
置

法
の
軽
減
税
率
が
適
用
さ
れ
る

法
人
の
方
が
、
税
負
担
が
軽
く

な
る
と
さ
れ
て
い
る
。2
こ
の

こ
と
か
ら
も
法
人
成
り
が
税
負

担
軽
減
に
貢
献
す
る
こ
と
が
確

認
で
き
る
。

⑵

給
与
所
得
控
除
に
よ
る
二

重
控
除
問
題

個
人
事
業
主
に
お
い
て
は
、

自
ら
の
事
業
主
報
酬
の
支
払
い

を
所
得
税
法
上
認
め
て
い
な
い

た
め
に
必
要
経
費
に
算
入
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
。
し
か
し
、

法
人
成
り
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
事
業
主
体
が
法
人
に
な
る

こ
と
で
、
法
人
税
法
上
役
員
報

酬
の
支
払
い
が
認
め
ら
れ
、
法

人
の
課
税
所
得
の
計
算
上
損
金

算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ

し
て
、
役
員
報
酬
を
受
領
す
る

個
人
の
課
税
に
お
い
て
給
与
所

得
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
。
し
た
が
っ
て
、
個
人
事
業

主
で
あ
れ
ば
所
得
税
の
課
税
所

得
を
構
成
す
る
部
分
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
法
人
成
り
に
よ
っ
て

法
人
か
ら
給
与
所
得
を
得
る
と

法
人
側
で
も
個
人
側
で
も
課
税

さ
れ
な
い
部
分
が
生
じ
る
。
こ

れ
が
、
給
与
所
得
控
除
に
よ
る

経
費
の
二
重
控
除
問
題
で
あ

る
。給

与
所
得
控
除
に
よ
る
経
費

の
二
重
控
除
問
題
を
解
消
す
る

た
め
に
、
平
成
18
年
度
税
制
改

正
に
お
い
て
特
殊
支
配
同
族
会

社
の
業
務
主
宰
役
員
給
与
の
損

金
不
算
入
制
度
が
導
入
さ
れ

た
。
オ
ー
ナ
ー
役
員
に
よ
る
実

質
的
な
支
配
度
合
い
が
強
い
一

人
会
社
は
、
そ
の
実
態
は
個
人

事
業
主
と
実
質
的
に
変
わ
ら
な

い
こ
と
に
着
目
し
、
課
税
上
の

不
公
平
を
是
正
す
る
た
め
の
制

度
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
二
重

控
除
を
是
正
す
る
手
段
と
し

て
、
法
人
税
に
お
い
て
給
与
所

得
相
当
額
を
損
金
不
算
入
と
す

る
こ
と
が
不
適
正
と
の
見
解
も

あ
っ
て
、
平
成
22
年
度
税
制
改

正
に
お
い
て
当
該
制
度
は
廃
止

と
な
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ

て
、
こ
の
経
費
の
二
重
控
除
問

題
は
、
何
ら
解
決
す
る
こ
と
な

く
棚
上
げ
に
な
っ
て
い
る
。

⑶

同
族
関
係
者
へ
の
所
得
分

散所
得
税
の
原
則
的
な
取
扱
い

と
し
て
は
、
生
計
を
一
に
す
る

親
族
に
対
す
る
給
与
等
の
支
払

い
は
必
要
経
費
に
算
入
し
な

い
。
給
与
の
支
払
い
に
つ
い
て

は
、
青
色
事
業
専
従
者
給
与
や

事
業
専
従
者
控
除
な
ど
の
特
例

制
度
が
あ
る
が
、
両
制
度
と
も

「
専
ら
事
業
に
従
事
す
る
」
と

い
う
要
件
が
あ
り
、
青
色
事
業

専
従
者
給
与
に
つ
い
て
は
届
出

制
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
安
易
な

所
得
分
散
を
抑
制
す
る
制
度
に

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
給
与
以

外
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
例
外

規
定
は
用
意
さ
れ
て
い
な
い
。

し
た
が
っ
て
、
個
人
事
業
主

が
、
生
計
を
一
と
す
る
親
族
の

所
有
す
る
不
動
産
を
賃
借
し
た

場
合
に
支
払
う
地
代
家
賃
な
ど

に
つ
い
て
は
、
必
要
経
費
に
算

入
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

一
方
で
、
法
人
税
は
、
代
表

者
や
そ
の
親
族
へ
の
対
価
の
支

払
い
に
つ
い
て
の
別
段
の
定
め

を
設
け
て
い
な
い
の
で
、
所
得

税
と
は
異
な
り
原
則
損
金
算
入

と
な
る
。
法
人
が
代
表
者
の
親

族
に
給
与
を
支
払
っ
た
と
し
て

も
、
過
大
で
あ
る
と
認
め
ら
れ

な
い
限
り
、「
専
ら
事
業
に
従

事
す
る
」
と
い
う
要
件
を
満
た

さ
な
く
て
も
損
金
の
額
に
算
入

さ
れ
る
。
ま
た
、
法
人
が
地
代

家
賃
を
代
表
者
又
は
そ
の
親
族

に
支
払
っ
た
場
合
に
は
、
原
則

損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
る
が
、

個
人
側
で
所
得
税
の
確
定
申
告

が
強
制
さ
れ
る
の
で
、
個
人
側

で
課
税
漏
れ
と
な
る
こ
と
は
な

い
。

3
�
今
後
の
課
題

こ
れ
ま
で
確
認
し
た
問
題
は

法
人
成
り
が
問
題
の
根
源
で
は

な
く
、
所
得
税
法
と
法
人
税
法

の
制
度
上
の
差
異
に
基
因
す
る

と
捉
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
法

人
税
法
は
、
規
模
の
大
小
を
問

わ
ず
、
法
人
が
稼
得
し
た
所
得

に
対
す
る
課
税
上
の
取
扱
い
を

定
め
て
お
り
、
そ
の
ベ
ー
ス
は

大
法
人
で
あ
る
こ
と
が
多
い
。

法
人
税
の
標
準
税
率
を
定
め
る

と
き
も
国
際
間
の
バ
ラ
ン
ス
を

意
識
し
て
お
り
、
法
人
成
り
を

検
討
す
る
レ
ベ
ル
の
規
模
は
全

く
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
。
法
人

税
法
の
近
年
の
改
正
項
目
を
み

て
も
、
大
法
人
を
意
識
し
て
い

る
こ
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。
給

与
所
得
控
除
に
よ
る
経
費
の
二

重
控
除
に
つ
い
て
も
、
一
定
の

規
模
で
あ
る
法
人
で
あ
れ
ば
定

期
同
額
給
与
な
ど
の
役
員
報
酬

は
全
額
損
金
算
入
さ
れ
る
べ
き

で
あ
り
、
個
人
側
で
も
給
与
取

得
控
除
が
あ
っ
て
然
る
べ
き
で

あ
る
。
ま
た
、
法
人
税
法
が
、

過
大
給
与
以
外
に
同
族
関
係
者

へ
の
対
価
の
支
払
い
に
別
段
の

定
め
が
な
い
の
は
、
同
族
関
係

者
へ
の
所
得
分
散
な
ど
考
慮
す

る
必
要
が
な
い
た
め
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
法

人
成
り
に
よ
る
課
税
上
の
問
題

を
解
決
す
る
に
は
、
個
別
規
定

の
見
直
し
な
ど
で
は
対
応
が
困

難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ま

で
の
枠
組
み
を
超
え
た
大
掛
か

り
な
改
正
が
必
要
と
思
わ
れ

る
。
個
人
事
業
主
と
同
様
の
実

態
に
あ
る
法
人
に
つ
い
て
は
、

法
人
税
の
課
税
対
象
を
法
人
格

の
有
無
に
よ
っ
て
の
み
決
定
す

る
の
で
は
な
く
、
株
主
で
あ
る

個
人
の
所
得
と
し
て
構
成
員
課

税
（
パ
ス
・
ス
ル
ー
課
税
）
を

検
討
す
べ
き
と
の
意
見
も
あ

る
。3
こ
の
法
人
成
り
の
問
題

は
、
シ
ャ
ウ
プ
勧
告
の
と
き
か

ら
の
懸
案
事
項
で
あ
っ
て
、
未

だ
解
決
の
糸
口
の
見
つ
か
ら
な

い
テ
ー
マ
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。

私
た
ち
税
理
士
に
と
っ
て

は
、
法
人
成
り
に
よ
る
税
負
担

の
軽
減
が
防
止
さ
れ
る
よ
う
な

改
正
は
望
ま
れ
な
い
の
か
も
し

れ
な
い
。し
か
し
、こ
の
法
人
成

り
の
テ
ー
マ
は
、
明
ら
か
に
不

公
平
で
あ
っ
て
、
課
税
上
の
歪

み
が
生
じ
て
い
る
事
案
で
あ
る

こ
と
か
ら
、「
公
平
・
中
立
・
簡

素
」
の
基
本
原
則
に
沿
っ
た
税

制
の
実
現
に
向
け
て
、
抜
本
的

な
改
正
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

1

神
川
和
久「
法
人
税
法
上
の
損

金
と
所
得
税
法
上
の
必
要
経
費

の
範
囲
と
そ
の
異
同
及
び
問
題

点
、―
同
族
会
社
と
個
人
事
業
者

を
中
心
と
し
て
―
」

2

平
成
26
年
5
月
9
日（
金
）財
務

省
、
税
制
調
査
会
（
法
人
課
税

Ｄ
Ｇ
⑤
）〔
法
人
成
り
問
題
を
含

め
た
中
小
法
人
課
税
〕
12
頁

3

坂
井
一
雄「
小
規
模
企
業
に
対

す
る
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て

―
小
規
模
企
業
に
対
す
る
パ
ス

・
ス
ル
ー
課
税
の
検
討
を
中
心

に
―
」

法
人
成
り
に
よ
る
課
税
上
の
問
題

山下雄次
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